
楢葉遠隔技術開発センターにおける 
ウォーターサーバーのレンタル

仕 様 書 



 
 

１．件名 
  楢葉遠隔技開発センターにおけるウォーターサーバーのレンタル 
 
２．目的 

  本契約は、経済産業省より交付を受けた「放射性物質研究拠点施設等運営事業費補助金」事
業の一環として、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」とい
う。）福島廃炉安全工学研究所楢葉遠隔技術開発センター研究管理棟及び試験棟で使用する
ウォーターサーバーを賃貸借し、保守サービスの提供を受けるものである。 

 
３．賃貸借条件 
  1)一般的要求事項 
   (1) 機器の使用に際し、原子力機構に対して適切な操作方法の指導を行うこと。 
   (2) 機器が正常な状態で稼働し得るよう保守を行い、機器の利用に必要な消耗品及び給水ボト

ル、紙コップを円滑に供給すること。 
   (3) 機器本体の使用料金は、当年度初月に請求するものとし、給水ボトル及び紙コップの供給に

伴う使用料は、毎月請求すること。 
    

2）ウォーターサーバーの仕様  
(1)賃貸借機器【相当品可】 

      ●ウォーターサーバー 
 ・型 式 ︓ピュアウォーター３Ｇ（床置タイプ） 
 ・メーカー︓株式会社ダイオーズ製 

    ・台 数 ︓2台 
    ・その他 ︓紙コップホルダー付 
  ●紙コップ 
    ・サイズ︓直径約 5.2～8cm 
(2)仕様 
  ●ウォーターサーバー 
   ・冷水、温水 機能付き 
   ・給水ボトル（12 リットル）取付タイプ 
  ●紙コップホルダー 
   ・上記サーバーに取り付け可能なものであること。 
   ・紙コップの残量が確認できるものであること。 
   ・蓋付きでホルダー上部から紙コップが補充できること。 
   ・紙コップが 50個収納できること。 
   ・プッシュボタン式であること。 



 

 
 

 ●紙コップ 
   ・上記ホルダーに収納可能なものであること。 
(3)使用予定数量（概算） 
 ●ウォーターサーバー 

      ・１カ月（11月～3月）・・・約 20本 
（4月～10月）・・・約 25本 

      ・年 間・・・約 275本 
※ 上記は予定数量であり、発注水量に増減が生じた場合でも異議を申し立てない事と

する。 
      ●紙コップ 
      ・１カ月（11月～3月）・・・約 1000個 

（4月～10月）・・・約 2000個 
      ・年 間・・・約 19000個 

※ 上記は予定数量であり、発注水量に増減が生じた場合でも異議を申し立てない事と
する。 

 
４．納入期限 
  令和 7年９月 30日（火） 
 
５．納入設置場所及び納入条件 

(1)納入設置場所 
 〒979-0513 福島県双葉郡楢葉町大字山田岡字仲丸1-22 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 
楢葉遠隔技術開発センター  
①研究管理棟 エントランス 
②試験棟 玄関 

   ※給水ボトル及び紙コップの各建屋への納入数はその都度指示することとする。 
(2)納入条件 

 持込渡し 
 

６．レンタル期間 
  令和 7年 10月 1日から令和 12年 9月 30日（60 ヶ月） 
 
７．検収条件 
  第 5 項に示す納入設置場所に納入後、員数検査、外観検査及び動作確認の合格をもって検収と
する。 



 

 
 

８．納入に当たっての留意事項 
(1)機器の搬入は原子力機構の立ち合いのもと行うこと。また、平日に作業を行うこと。但し、業務
上支障がある場合は、原子力機構担当者と調整の上、休日に作業を行うこととする。 

(2)作業に際して、納入物品や居室の床等に損傷が認められた場合には、原子力機    構の
指示に基づき、受注者の責任において原状回復もしくは損害の補償を行うこと。 

(3)作業に際しては、横転・破損等事故のないよう細心の注意をもって行うこと。万一事故等が発
生した場合には速やかに原子力機構に報告すること。なお、その損害の補償については、受注
者の責任において行うものとする。 

(4)受注者は、みだりに廊下等に納入物品等を積載し、通路の安全を妨げないこと。 
(5)受注者は、作業に直接関係のない場所にみだりに立ち入らないこと。 
(6)受注者は、本業務の作業終了確認を行った後、速やかに原子力機構に報告を行うとともに、
検収を依頼すること。 

(7)受注者は原子力機構内施設へ賃貸借物品を設置する際に異常事態等が発生した場合、原
子力機構の指示に従い行動するものとする。また、契約に基づく作業等を起因として異常事態
等が発生した場合、受注者がその原因分析や対策検討を行い、主体的に改善するとともに、
結果について機構の確認を受けること。 

(8)原子力機構が、受注者に対し本補助金事業の適正な遂行のため必要な調査に協力を求め
た場合にはその求めに応じること。 

 
９．グリーン購入法の推進 

(1)本契約において、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）に
適用する環境物品（事務用品、ＯＡ機器等）が発生する場合は、これを採用するものとす
る。 

(2)本仕様に定める提出図書（納入印刷物）については、グリーン購入法の基本方針に定める
「紙類」の基準を満たしたものであること。 

 
１０．機器の搬出について 
  (1)契約の満了時や原子力機構の都合により、機器を搬出、移動する際の費用については、原子

力機構に請求することができる。 
  (2)空ボトルは使用後、受注者回収とし、原子力機構担当者と日程調整の上、引き取りを行うこと

とする。 
  (3)紙コップについては原子力機構側で処分することとする。 
 
１１．協議 
  本仕様書に記載されている事項及び本仕様書に記載のない事項について疑義が生じた場合は、原
子力機構と協議のうえ、その決定に従うものとする。 


